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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第１四半期連結
累計期間

第90期
第１四半期連結
累計期間

第89期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

営業収益 （千円） 4,686,309 4,936,327 20,070,394

経常利益 （千円） 566,220 699,957 2,650,746

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 357,036 457,794 1,573,218

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 357,036 457,794 1,573,218

純資産額 （千円） 23,174,648 24,567,325 24,255,673

総資産額 （千円） 28,150,202 29,568,698 30,161,105

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 63.57 81.51 280.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.3 83.1 80.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

当第１四半期連結累計期間（以下、当期）におけるわが国経済は、国内外の政治・経済の先行きや金融資本市

場の変動の影響が懸念されるなか、景気は緩やかな回復基調が続きました。

葬祭市場においては、会葬者数が減少傾向にあるなか、消費者の価値観の多様化が葬儀の形態や費用のかけ方

に反映される傾向が強まっています。また、葬儀業界においては、葬祭会館の新規出店を伴う激しい顧客獲得競

争が続いています。

以上のような環境変化を踏まえ、現在、中期経営計画（平成28年度～平成30年度）の最終年度に取り組んでお

ります。

当期においては、中期経営計画の主要課題の一つである葬儀事業の営業エリアの拡大のため、葬儀会館の新規

出店の準備を進めました。また、同じく主要課題の一つである新規事業創出への本格的取組みとして、介護事業

において平成30年７月にリハビリ特化型デイサービス施設の２号店「ポシブル池田」（大阪府池田市）をオープ

ンいたしました。

当期においては、主に㈱公益社および㈱葬仙の２社の葬儀件数が伸長したことにより、グループの全葬儀施行

件数が、前年同四半期（以下、前年同期）と比べて4.1％伸長したため、葬儀施行収入は前年同期比5.7％の増収

となりました。

費用については、営業収益の増加に伴い直接費が増加したほか、人員増などにより人件費が増加しました。こ

のため営業費用が前年同期比3.6％増加しました。販売費及び一般管理費は、業務委託費の減少等により前年同

期比5.0％減少しました。

この結果、当期の営業収益は49億36百万円となり、前年同期比5.3％の増収となりました。また、営業利益は

６億96百万円（前年同期比22.7％増）、経常利益は６億99百万円（前年同期比23.6％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は４億57百万円（前年同期比28.2％増）と増益となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ア　公益社グループ

公益社グループの中核会社である㈱公益社においては、関西圏・首都圏の一般葬および大規模葬儀（金額５百

万円超の葬儀）の葬儀施行件数が伸長しました。これは新規出店による営業エリアの拡大および集客チャネルの

多様化への取り組みが奏功したものと考えられます。また、一般葬においては、提案力の強化により葬儀施行単

価も上昇しました。その結果、全体の葬儀施行件数は前年同期4.9％の増加、葬儀施行収入は前年同期比6.5％の

増収となりました。

葬儀に付随する販売やサービス提供においては、返礼品販売収入や手数料収入などが前年同期比増収となりま

した。

費用については、営業収益の増加に伴う直接費の増加や、人員増などによる人件費の増加により、営業費用は

前年同期比増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は41億10百万円（前年同期比5.8％増）となり、セグメント利益は３億57百

万円（前年同期比31.8％増）となりました。

 

イ　葬仙グループ

葬仙グループの㈱葬仙においては、葬儀施行件数が米子エリア・松江エリアを中心に前年同期比7.9％増加し

ました。また、葬儀施行単価も前年同期を上回ったため、葬儀施行収入は前年同期比9.9％の増収となりまし

た。

費用については、営業収益の増加に伴う直接費の増加により、営業費用は前年同期比増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は３億29百万円（前年同期比9.5％増）となり、セグメント損失は２百万円

（前年同期は18百万円の損失）にとどまりました。
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ウ　タルイグループ

タルイグループの㈱タルイにおいては、提案力の強化により葬儀施行単価が上昇したものの、葬儀施行件数が

前年同期比7.2％減少したため、葬儀施行収入は前年同期比3.1％の減収となりました。

費用については、人員増に伴う人件費および広告宣伝費の増加等により、営業費用は前年同期比増加しまし

た。

この結果、当セグメントの売上高は４億３百万円（前年同期比1.6％減）となり、セグメント利益は53百万円

（前年同期比37.3％減）となりました。

 

エ　持株会社グループ

持株会社グループの燦ホールディングス㈱においては、配当金収入の増加により増収となりました。

費用については、減価償却費が減少したため、営業費用は前年同期比減少しました。

この結果、当セグメントの売上高は20億30百万円（前年同期比17.2％増）となり、セグメント利益は12億98百

万円（前年同期比35.6％増）となりました。

 

②　財政状態

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は51億90百万円となり、前連結会計年度末比５億８百万円減

少しました。これは主に、未収法人税等が１億76百万円増加する一方、現金及び預金が８億58百万円減少した

ことによるものです。

固定資産は243億78百万円となり、前連結会計年度末比83百万円減少しました。これは主に、有形固定資産

が77百万円増加した一方、繰延税金資産が１億87百万円減少したことによるものです。

この結果、総資産は295億68百万円となり、前連結会計年度末比５億92百万円減少しました。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は32億48百万円となり、前連結会計年度末比７百万円減少し

ました。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が、約定返済と固定負債からの振替を差し引き後７億49百

万円増加したものの、未払法人税等が５億85百万円、賞与引当金が３億28百万円減少したことによるもので

す。

固定負債は17億53百万円となり、前連結会計年度末比８億96百万円減少しました。これは主に、長期借入金

が流動負債への振替により９億４百万円減少したことによるものです。

この結果、負債合計は、50億１百万円となり、前連結会計年度末比９億４百万円減少しました。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は245億67百万円となり、前連結会計年度末比３億11百万

円増加しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益４億57百万円を計上する一方、配当金１億

46百万円を支払ったことにより、利益剰余金が３億11百万円増加したことによるものです。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末比2.7ポイント上昇し、83.1％となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①　基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価

値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考

えております。
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当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断は最終的には株主の皆様の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社

の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的、態様等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式

の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉

を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社では企業価値の確保・向上に努めておりますが、当社グループの企業価値は、人材力、専用施設、運営ノ

ウハウ、商品・サービス要素の調達力、商品開発力、企画運営力などをその源泉としております。当社株式の大

量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗

をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

 

②　基本方針実現のための取組みの具体的な内容

ア　基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社の企業価値を向上し、上記基本方針を実現するため、従来から葬祭サービスの質の向上に飽くこ

とのない取組みを続けてまいりました。

まず平成21年４月に、予想される社会環境、顧客および競合の変化をふまえ、当社グループの将来あるべき姿

を「10年ビジョン（平成25年に見直し、その後平成28年に一部改訂）」として定め、同時に創業以来大切にして

きた価値観と将来への思いを結晶化し、社員の価値判断の基軸とするとともにグループの求心力の核として、経

営理念を再定義いたしました。その経営理念とは、「私たちは、大切な人との最後のお別れを尊厳あるかたちで

お手伝いします。そして、それにとどまらず、人生のマイナスからプラスへのステップを支える最良のパート

ナーを目指します。」であります。

次に企業価値の源泉の最重要なものとして、創業86年の歴史に裏付けられた知識と経験を継承し、葬祭サービ

スとして体現する「人」を位置付けております。お客様のご家族の状況や要望を把握し、オーダーメイドできる

知識、経験、対応力に富んだプロフェッショナル人材を多数有することこそが、当社グループのコア・コンピタ

ンス、すなわち競合他社に対する持続的優位性をもたらします。

儀式やサービスを通じて故人を尊厳あるかたちでお送りし、遺族の悲しみをケアするといった葬儀本来の役割

を認識した上で、①個々のお客様に応じてカスタマイズされた「ホスピタリティサービス」を提供すること、②

お客様の変化を察知し新たな葬儀スタイルを提案することが、時代の変化に対応するために求められていると考

えております。

そして、「人」が企業価値の最重要の源泉であり続けるためには、社員が自分の仕事にやりがいを見出し、誇

りと安心感をもって働ける環境づくりが必要であると考えており、その一環として、平成24年４月に新人事制度

を導入いたしました。さらに、現場の主体性を重視し、権限委譲を進めることにより、社員の高い内発的動機に

裏打ちされた「ホスピタリティサービス」すなわち、個々のお客さまに応じた質の高い葬祭サービスの提供を目

指しております。

この経営理念と企業価値の源泉に基づき、企業価値向上の方策は、当社グループのビジョン≪東西の大都市圏

を中心とした営業エリアの拡大≫と≪ライフエンディングサービス業への進化を目指した多角化≫による顧客価

値の向上を基軸としております。

これをふまえて、中期経営計画（平成28年度～平成30年度）においては、①サービス品質向上への体制の強化

と仕組みの構築、②葬儀事業の積極的な営業エリアの拡大、③ライフエンディングサポート事業の伸長、④新規

事業創出への本格的取組み、⑤基盤整備の完遂、⑥リスクマネジメントの強化、の６つの重点課題の達成に取り

組んでおります。

また当社は、経営の基本方針として掲げた「透明性の高い経営姿勢」を担保し、企業価値の向上を継続的に実

現するために、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を、経営上の最重要課題のひとつと位置づけておりま

す。

当社は取締役会の監督機能を高めることにより、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を図るため、平成28

年６月開催の定時株主総会において、独立性の高い社外取締役２名を含む６名の取締役の体制となりました。ま

た、当社の監査役会は、独立性の高い社外監査役が過半数を占める構成となっており、各監査役は、取締役会等

の重要な会議に出席するなどして、取締役の職務執行状況を監査しております。

さらに当社は、取締役会が適正かつ効率的に業務執行に対する監督機能を発揮できるように「取締役会規程」

を定め、法令・定款に準拠して取締役会で審議する内容を定めております。また、執行役員制度を採用するとと

もに、「職務分掌・権限規程」を定め、各業務執行取締役および執行役員が執行できる業務の範囲並びにその監

督体制を明確に定めております。
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当社は、これらの取組みを進めることにより、企業価値の向上に努め、基本方針の実現に邁進しております。

 

イ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛

策）」を同一の内容で更新すること（以下、更新後のプランを「本プラン」といいます。）を決議し、本プラン

について株主の皆様のご意思を反映すべく、第87期定時株主総会において本プランについての当社株主の皆様の

ご承認をいただきました。

本プランは、当社の株券等に対する買付けもしくはこれに類似する行為又はその提案（当社取締役会が友好的

と認めるものを除き、以下「買付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行う者（以下「買付者等」と

いいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を

行う時間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行う

こと等を可能とし、また、上記方針に反し当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止することに

より当社の企業価値・株主共同の利益を確保、向上させることを目的としております。

本プランは、買付等のうち、a.当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上とな

る買付等、または、b.当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびそ

の特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを対象とします。当社は、当社の株券等につ

いて買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、本プランに規定する手続を遵守する旨の誓約文言

等を記載した意向表明書の提出を求め、さらに買付内容等の検討に必要な情報の提出を求めます。その後、買付

者等から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、代替案(もしあれば）等が、社外取締役、社外

監査役および社外の有識者のいずれかに該当する者から構成される独立委員会に提供され、その判断を経るもの

とします。独立委員会は、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の検討、当社取締役会の提示した代

替案の検討、買付者等との協議・交渉、株主の皆様に対する情報開示等を行います。

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、その他買付者等の買付等の内容の

検討の結果、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等

である場合等、本プランに定める要件に該当し、新株予約権の無償割当て等を実施することが相当であると判断

した場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当て等を実施することを勧

告します。また、予め当該実施に関して株主総会の承認を得るべき旨を勧告することもできるものとします。

新株予約権の無償割当てを実施する場合の新株予約権には、買付者等による権利行使が認められないという行

使条件、および当社が買付者等以外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得

条項が付されており、当該買付者等以外の株主の皆様は、原則として、新株予約権１個あたり１円を下限として

当社株式の１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取締役会が別途定める価額を払い込む

ことにより、新株予約権１個につき１株の当社普通株式を取得することができます。

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当て等の実施もしくは不実施また

は株主総会招集等の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の

概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

本プランの有効期間は、第87期定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとしています。

ただし、有効期間の満了前であっても、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

は、本プランはその時点で廃止されることになります。

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当て等が実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影

響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆

様が権利行使期間内に、金銭の払込その他新株予約権行使の手続を行わないと、他の株主の皆様による新株予約

権の行使により、その保有する株式の価値が希釈化される場合があります（ただし、当社が当社株式を対価とし

て新株予約権の取得を行った場合、保有する当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じますが、原則として買付

者等以外の株主の皆様が保有する当社株式全体の価値の経済的な希釈化は生じません。）。

なお、本プランの詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.san-hd.co.jp/files

/news/management/160513_1.pdf）に掲載する平成28年５月13日付プレスリリースにおいて開示されておりま

す。

 

 

EDINET提出書類

燦ホールディングス株式会社(E04895)

四半期報告書

 6/21



③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

「②ア」に記載した企業価値向上への取組みおよびコーポレート・ガバナンス強化のための取組みは、当社の

企業価値・株主共同の利益を継続的かつ安定的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、そ

の内容も、前記のとおり、飽くことのない品質向上、人的および物的資産の拡充等を含む合理的なものであり、

かつ、コーポレート・ガバナンス強化・充実にも配慮された公正なものであることから、まさに当社の基本方針

に沿うものであって、企業価値・株主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とす

るものではありません。

また、「②イ」に記載した本プランは、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組みを具体化するものとして、企業価値・株主共同の利益を確保、

向上させる目的をもって導入されたものであり、第87期定時株主総会において株主の皆様にもご承認いただいて

おります。その内容も、合理的な客観的要件が設定されている上、その発動にあたっては、社外取締役、社外監

査役および社外の有識者のいずれかに該当する者によって構成される独立委員会の判断を経ることが必要とされ

ており、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることもできることになっております。加えて発動

にあたって株主総会決議により株主の皆様のご意思を反映することもできることになっております。また、その

有効期間は第87期定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとされており、その期間途中であっても当社取締役会によりいつでも廃止できるものとされて

います。

従って、本プランは、公正性・客観性が担保されており、当社の基本方針に沿うものであって、企業価値・株

主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,000,000

計 21,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,082,008 6,082,008
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 6,082,008 6,082,008 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
― 6,082,008 ― 2,568,157 ― 5,488,615

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　　465,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,614,400 56,144 －

単元未満株式 普通株式　　　2,008 － －

発行済株式総数 　6,082,008 － －

総株主の議決権 － 56,144 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,900株（議決

権19個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

燦ホールディング

ス株式会社

大阪市中央区北浜　

二丁目６番11号
465,600 － 465,600 7.66

計 － 465,600 － 465,600 7.66

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,781,933 3,923,261

営業未収入金 618,010 625,586

商品及び製品 94,684 106,962

原材料及び貯蔵品 44,568 44,759

その他 160,742 490,834

貸倒引当金 △744 △1,166

流動資産合計 5,699,193 5,190,236

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１ 8,842,445 ※１ 8,730,632

土地 12,344,809 12,344,809

リース資産（純額） 396,550 409,951

その他（純額） ※１ 305,580 ※１ 481,759

有形固定資産合計 21,889,386 21,967,153

無形固定資産 104,230 98,191

投資その他の資産   

長期貸付金 253,987 249,800

不動産信託受益権 527,649 537,284

差入保証金 680,759 704,801

その他 1,020,097 834,985

貸倒引当金 △14,198 △13,755

投資その他の資産合計 2,468,295 2,313,116

固定資産合計 24,461,912 24,378,462

資産合計 30,161,105 29,568,698
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 811,858 662,886

1年内返済予定の長期借入金 170,392 920,092

リース債務 98,044 101,667

未払法人税等 632,388 47,069

賞与引当金 499,159 170,801

役員賞与引当金 45,858 8,039

その他 998,351 1,337,812

流動負債合計 3,256,053 3,248,369

固定負債   

長期借入金 945,022 40,024

リース債務 332,153 342,993

厚生年金基金解散損失引当金 690,837 690,837

退職給付に係る負債 159,819 157,328

資産除去債務 282,472 285,432

その他 239,073 236,387

固定負債合計 2,649,378 1,753,003

負債合計 5,905,432 5,001,372

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,568,157 2,568,157

資本剰余金 5,488,615 5,488,615

利益剰余金 17,212,808 17,524,577

自己株式 △1,013,908 △1,014,025

株主資本合計 24,255,673 24,567,325

純資産合計 24,255,673 24,567,325

負債純資産合計 30,161,105 29,568,698
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

営業収益 4,686,309 4,936,327

営業費用 3,783,510 3,921,283

営業総利益 902,799 1,015,043

販売費及び一般管理費   

役員報酬 38,466 44,550

給料 93,215 86,574

賞与 11,996 11,695

賞与引当金繰入額 15,693 15,579

役員賞与引当金繰入額 7,195 8,039

貸倒引当金繰入額 229 △21

減価償却費 8,325 7,818

その他 159,632 143,911

販売費及び一般管理費合計 334,755 318,148

営業利益 568,043 696,895

営業外収益   

受取利息 1,034 964

受取配当金 4 4

助成金収入 6 1,772

雑収入 3,146 4,232

営業外収益合計 4,191 6,973

営業外費用   

支払利息 2,579 2,535

雑損失 3,434 1,376

営業外費用合計 6,014 3,911

経常利益 566,220 699,957

特別損失   

固定資産除却損 2,129 76

特別損失合計 2,129 76

税金等調整前四半期純利益 564,091 699,880

法人税、住民税及び事業税 85,040 54,508

法人税等調整額 122,014 187,577

法人税等合計 207,054 242,086

四半期純利益 357,036 457,794

親会社株主に帰属する四半期純利益 357,036 457,794
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 357,036 457,794

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

四半期包括利益 357,036 457,794

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 357,036 457,794

非支配株主に係る包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

建物 10,404千円 10,404千円

その他（工具、器具及び備品） 4,037 4,037

計 14,441 14,441

 

　２　コミットメントライン契約（特定融資枠契約）

　資金調達の機動性確保並びに資金効率の向上を目的として、３金融機関との間でコミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

コミットメントの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,000,000 1,000,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日）

減価償却費 215,918千円 195,820千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 126,370 22.5 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日

定時株主総会
普通株式 146,025 26.0 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

持株会社
グループ

計

売上高        

外部顧客への

売上高
3,879,957 300,960 409,743 95,648 4,686,309 － 4,686,309

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

6,823 － 20 1,636,504 1,643,348 △1,643,348 －

計 3,886,780 300,960 409,764 1,732,152 6,329,657 △1,643,348 4,686,309

セグメント利益

又は損失（△）
271,174 △18,594 86,008 957,602 1,296,190 △729,970 566,220

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 金額

持株会社が連結子会社から受

け取った配当金の相殺消去額
△730,000

債権債務の相殺消去に伴う貸

倒引当金の調整額
29

合計 △729,970

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

持株会社
グループ

計

売上高        

外部顧客への

売上高
4,102,596 329,530 403,204 100,994 4,936,327 － 4,936,327

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

7,762 138 20 1,929,773 1,937,695 △1,937,695 －

計 4,110,359 329,669 403,225 2,030,768 6,874,022 △1,937,695 4,936,327

セグメント利益

又は損失（△）
357,378 △2,234 53,948 1,298,674 1,707,766 △1,007,809 699,957

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 金額

持株会社が連結子会社から受

け取った配当金の相殺消去額
△1,008,000

債権債務の相殺消去に伴う貸

倒引当金の調整額
190

合計 △1,007,809

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 63円57銭 81円51銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
357,036 457,794

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
357,036 457,794

普通株式の期中平均株式数（株） 5,616,476 5,616,327

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
   
 

   平成30年８月３日

燦ホールディングス株式会社  

 取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辻内　　章　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千﨑　育利　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている燦ホールディン

グス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１

日から平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、燦ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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